
第４ 令和６年度一般会計等財務書類４表            
 

 

１ はじめに 

 

  本県では、貸借対照表及び行政コスト計算書について、平成１２年度決算

から作成し、ホームページに掲載してきました。その後、純資産変動計算書、

資金収支計算書を加えた財務書類４表を作成し、平成２０年度決算から「総

務省方式改訂モデル」に基づき公表してきました。 

  平成２７年１月に、総務省から地方公共団体に対し総務大臣通知が発出さ

れ、統一的な基準による財務書類等の作成を要請されました。具体的には、

原則として平成２９年度までに全ての地方公共団体において作成することや、

固定資産台帳が未整備である地方公共団体においては、早期に同台帳を整備

することが求められました。 

この通知を受け、本県では平成２８年度決算から統一的な基準による財務

書類を作成しており、このたび、令和６年度の財務書類４表を作成しました。 

 

 

２ 統一的な基準による財務書類４表の意義 

 

○発生主義会計による現金主義会計の補完 

現行の予算・決算制度に係る会計制度は単式簿記（※）による現金主義会

計を採用しています。現金主義会計は現金収支という客観的情報に基づくた

め、公金の適正な出納管理に資する一方、現金支出を伴わないコスト（減価

償却費、退職手当引当金等）を正確に把握することが困難という課題があり

ます。 

統一的な基準においては現金主義会計の課題を補完するため、複式簿記

（※）による発生主義会計を導入することにより、現金主義会計では把握が

困難なストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等）

を正確に把握することができます。 

（※）単式簿記と複式簿記 

単式簿記（官庁会計）：経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的

に行う簿記の手法 

複式簿記（企業会計）：経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行 

う簿記の手法 
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○総務省方式改訂モデルとの相違点 

  従来の総務省方式改訂モデルは、主に決算統計数値を活用するものであり、

それぞれの取引情報について仕訳を行っていませんでした。また、固定資産

についても、個別の資産を評価するのではなく、決算統計数値から資産額や

減価償却累計額を算出し貸借対照表計上額としており、精度が不十分である

という課題がありました。 

統一的な基準では、複式簿記に基づく発生主義会計の考え方のもと、それ

ぞれの取引情報に対して仕訳を行うことや、県が所有する固定資産を個別に

評価した固定資産台帳に基づいて財務書類を作成することにより、さらに正

確性を増すことができます。このため、県民のみなさんや議会等に対し、よ

り正確な財務書類を開示することができます。 

 

 

３ 財務書類４表各表の特徴（読み方） 
 

（１）貸借対照表 

  地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。 

  【何がわかるか】 

   ・どのような資産をどのくらい保有しているか。 

   ・将来世代の負担はどれくらいか。 

   ・これまでの世代の負担はどれくらいか。 

 

 

資 産

負 債

純 資 産

将来世代の負担
・地方債

・退職手当引当金
など

現世代までの負担

将来世代へ引き継ぐ
資産
・土地
・建物

など

債務償還の財源等
・基金
・貸付金

など
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（２）行政コスト計算書 

１年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価（使用料、手数料

等）として得られた収益を対比させたものです。 

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは

収益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表していま

す。 

  【何がわかるか】 

   ・経常的な行政サービスにかかったコストはどれくらいか。 

   ・受益者負担でどれほどコストが賄われたか。 

   ・受益者負担以外でどれほどのコストが賄われたか。 

 

（３）純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でどのように変

動したかを表したものです。 

  行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。 

  【何がわかるか】 

   ・１年間の行政コスト（受益者負担以外）はどのように賄われているの

か。 

   ・現世代までの負担とされる純資産がどのように変動したのか。 

 

（４）資金収支計算書 

１年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

【何がわかるか】 

   ・経常的な行政サービスの提供等に係る資金収支はどうなっているのか。 

   ・固定資産の取得や売却、貸付金の貸付や回収等に係る資金収支はどう

なっているのか。 

   ・地方債の発行や償還に係る資金収支はどうなっているのか。 
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５ 各表の概要 
 

（１） 貸借対照表（バランスシート） 

ア 概 要 

地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年度末の資産は１兆９，２９６億円、負債は１兆６，５７６億円で、

純資産は２，７２０億円となっています。 

 資産の内訳は、道路や建物等の固定資産が１兆８，０９６億円であり、現金

預金や財政調整基金等の流動資産が１，２００億円となっています。固定資産

の主なものは、道路等のインフラ資産が１兆１，４１７億円、事業用資 

産が３，５５３億円となっており、流動資産の主なものは、財政調整基金が 

５９３億円、現金預金が５５３億円となっています。 

 一方、負債の内訳は、固定負債が１兆４，９９０億円、流動負債が 

１，５８７億円となっています。固定負債の主なものは、１年内償還予定地方

債を除く地方債が１兆３，３８６億円、退職手当引当金が１，５８２億円とな

っ て お り 、 流 動 負 債 の 主 な も の は 、 １ 年 内 償 還 予 定 地 方 債 が 

１，４１３億円、賞与等引当金が１３５億円となっています。 

 なお、地方債は、流動負債に計上した１年内償還予定地方債を含めると、 

１兆４，７９９億円となり、負債の８９．３％を占めています。 

 

 

（単位：億円）

負債の部

前期末（R6.3.31） 今期末（R7.3.31） 増減 前期末（R6.3.31） 今期末（R7.3.31） 増減

固定資産 18,022 18,096 74 固定負債 15,081 14,990 △ 91

　有形固定資産 15,190 15,105 △ 85 　地方債 13,481 13,386 △ 95

　　　事業用資産 3,577 3,553 △ 24 　退職手当引当金 1,576 1,582 6

　　　インフラ資産 11,480 11,417 △ 63 　その他（上記以外） 24 22 △ 2

　　　物品（減価償却含む） 133 134 1

　無形固定資産 50 53 3 流動負債 1,535 1,587 52

　投資その他の資産 2,783 2,938 156 　1年内償還予定地方債 1,382 1,413 31

　　　投資及び出資金（引当金含む） 1,542 1,546 4 　賞与等引当金 130 135 6

　　 長期貸付金 201 196 △ 5 　その他（上記以外） 23 38 15

　　 基金 929 1,084 155

　　 その他（上記以外） 110 112 1 負債合計 16,615 16,576 △ 39

流動資産 1,179 1,200 21 前期末（R6.3.31） 今期末（R7.3.31） 増減

　現金預金 562 553 △ 9 純資産合計 2,586 2,720 134

　財政調整基金 565 593 28

　その他（上記以外） 52 55 3

資産合計 19,201 19,296 95 負債及び純資産合計 19,201 19,296 95

（四捨五入のため、合計が合わない場合があります。）

資産の部
金額 金額

純資産の部
金額
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イ  前年度からの増減 

①  資産 

資産償却が新たな資産の形成を上回ったこと等により、有形固定資産が、 

８５億円減少しました。また、投資その他の資産は、基金が増加したこと等に

より、１５６億円増加しました。流動資産は、財政調整基金が増額したこと等

により、２１億円増加しました。その結果、資産は前年度末から９５億円増加

しました。 

 

②  負債 

固定負債は地方債が減少したこと等により、９１億円減少しました。流動負

債は１年内償還予定地方債が増加したこと等により、５２億円増加しました。

その結果、負債は前年度末から３９億円減少しました。 

 

ウ  県民 1 人当たりのバランスシート 

県民１人当たりのバランスシートは、バランスシート上の各々の金額を令

和７年１月１日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。 

  県民１人当たりの資産は１１０万８千円と前年度に比べて１万６千円増加

しています。 

  一方、県民１人当たりの負債は９５万２千円と前年度に比べて７千円増加

しています。 

①  県民 1 人当たり資産 

 

 

 

 

 

 

 

②  県民 1 人当たり負債及び純資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産 1,025,440 円 1,039,243 円 13,803 円

流動資産 67,082 円 68,942 円 1,859 円

資産合計 1,092,523 円 1,108,185 円 15,662 円

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

資産の部
金額

今期末（R7.3.31）前期末（R6.3.31） 増減

固定負債 858,056 円 860,843 円 2,787 円

流動負債 87,315 円 91,132 円 3,817 円

負債合計 945,371 円 951,975 円 6,604 円

純資産合計 147,151 円 156,210 円 9,058 円

負債及び純資産合計 1,092,523 円 1,108,185 円 15,662 円

住基人口 1,757,527 人 1,741,266 人 △ 16,261 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

負債の部
金額

今期末（R7.3.31）前期末（R6.3.31） 増減

純資産の部
金額

今期末（R7.3.31）前期末（R6.3.31） 増減

46



エ バランスシートの主な項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内　　　容

事 業 用 資 産 庁舎や学校等の行政サービスに供するもの

イ ン フ ラ 資 産 道路、橋りょう、公園等の社会基盤となるもの

物 品 車両、美術品等の動産など

無 形 固 定 資 産 ソフトウェア、地上権など

投 資 そ の 他 の 資 産
有価証券や出資金、長期貸付金、県債管理基金やその他
の基金など

現 金 預 金 手許現金や要求払預金等の現金や現金同等物

未 収 金
収入未済の収益又は財源のうち、１年以内に発生したも
の

短 期 貸 付 金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

財 政 調 整 基 金 財政調整基金

徴 収 不 能 引 当 金 未収金に対する回収不能見込額

地 方 債 地方債のうち、償還期限が１年を超えるもの

長 期 未 払 金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので支払
いが終了していないもののうち、支払予定が１年を超え
るもの

退 職 手 当 引 当 金
全職員が該当年度末時点で退職した場合に必要となる退
職手当

損 失 補 償 等 引 当 金
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来
負担額に算入される第三セクター等の損失補償債務等

１年内償還予定地方債 地方債のうち、償還期限が１年以内のもの

未 払 金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので支払
いが終了していないもののうち、支払予定が１年以内の
もの

前 受 金
代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を
行っていないもの

賞 与 等 引 当 金 翌年度に支給される賞与のうち、当該年度に発生した分

預 り 金 職員給与等から徴収した税金や契約保証金など

区　　　分

資
　
　
産

固
定
資
産

流
動
資
産

負
　
　
債

固
定
負
債

流
動
負
債
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２） 行政コスト計算書 

ア  概 要 

１年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価（使用料、手数料等）

として得られた収益を対比させたものです。 

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは収

益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

令和5年度

金額 金額 構成比

経常費用 7,192 7,118 98.1% △ 74 △ 1.0 %

　業務費用 4,258 4,214 58.1% △ 44 △ 1.0 %

　　　人件費 2,081 2,209 30.5% 128 6.1 %

　　　物件費等 1,237 1,130 15.6% △ 107 △ 8.7 %

　　　その他の業務費用 940 876 12.1% △ 64 △ 6.8 %

　移転費用 2,934 2,903 40.0% △ 30 △ 1.0 %

　　　補助金等 2,694 2,672 36.8% △ 22 △ 0.8 %

　　　社会保障給付 138 138 1.9% 0 0.0 %

　　　その他（上記以外） 101 94 1.3% △ 8 △ 7.6 %

経常収益 245 223 96.8% △ 22 △ 9.1 %

　使用料及び手数料 89 90 38.9% 1 0.8 %

　その他 156 133 57.8% △ 23 △ 14.8 %

純経常行政コスト 6,946 6,895 96.9% △ 51 △ 0.7 %

臨時損失 404 135 1.9% △ 269 △ 66.6 %

　災害復旧事業費 53 54 0.7% 0 0.6 %

　資産除売却損 2 4 0.1% 2 158.9 %

　損失補償等引当金繰入額 - - - - - %

　その他（上記以外） 349 78 1.1% △ 272 △ 77.8 %

臨時利益 125 7 3.2% △ 118 △ 94.0 %

　資産売却益 14 4 1.6% △ 11 △ 73.8 %

　その他 111 4 1.6% △ 107 △ 96.7 %

純行政コスト 7,225 7,022 96.8% △ 203 △ 2.8 %

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

※構成比における割合は、費用（経常費用及び臨時損失）及び収益（経常収益及び臨時利益）のそれぞれに

　 おける構成割合を表示しています。

科目
令和6年度

増減額 増減率
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① 費用 

令和６年度の費用合計は７，２５３億円であり、その内訳は、経常費用が 

７，１１８億円、臨時損失が１３５億円となっています。 

経常費用の内訳は、職員給料等の人件費が２，２０９億円、維持補修費・

減価償却費等を含む物件費等が１，１３０億円、地方債の支払利息やその他

の業務費用が８７６億円、市町等への補助金や社会保障給付を含む移転費用

が２，９０３億円となっています。 

 

②  収益 

令和６年度の収益合計は２３０億円であり、その内訳は、経常収益が 

２２３億円、臨時利益が７億円となっています。 

経常収益の内訳は、使用料及び手数料が９０億円、財産運用収入や雑入等

のその他の経常収益が１３３億円となっています。 

 

③  純行政コスト 

  費用合計から収益合計を差し引いた純行政コストは７，０２２億円であ

り、費用全体に対する割合は９６．８％となっています。 

 

イ 県民 1 人当たりの純行政コスト 

 県民１人当たりの純行政コストは、行政コスト計算書上の各々の金額を令

和７年１月１日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。 

  県民１人当たりの費用は４１万７千円、収益は１万３千円で、純行政コス

トは４０万３千円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常費用 409,193 円 408,774 円 △ 419 円

経常収益 13,967 円 12,812 円 △ 1,155 円

純経常行政コスト 395,226 円 395,962 円 736 円

臨時損失 22,990 円 7,753 円 △ 15,237 円

臨時利益 7,118 円 429 円 △ 6,689 円

純行政コスト 411,098 円 403,286 円 △ 7,811 円

住基人口 1,757,527 人 1,741,266 人 △ 16,261 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

科目 令和6年度令和5年度 増減
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（３） 純資産変動計算書 

ア 概 要 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でどのように変

動したかを表したものです。 

  行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

令和６年度末の純資産は、前年度末残高２，５８６億円から１３４億円増

加し、２，７２０億円となっています。 

純行政コスト７，０２２億円に対して、財源は７，１６５億円（税収等 

６，２０９億円、国等補助金９５６億円）となっており、その結果、本年度

末純資産残高は、２，７２０億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書 （単位：億円）

前年度末純資産残高 2,719 2,586 △ 133

純行政コスト（△） △ 7,225 △ 7,022 203

財源 7,091 7,165 75

税収等 5,933 6,209 276

国県等補助金 1,158 956 △ 202

資産評価差額 1 3 2

無償所管換等 0 △ 12 △ 12

その他 − − -

本年度末純資産残高 2,586 2,720 134

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

科目 令和6年度令和5年度 増減

50



（４） 資金収支計算書 

ア 概 要 

１年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

【業務活動収支】

業務支出 6,671 6,585 △ 86
業務費用支出 3,737 3,681 △ 56

人件費支出 2,059 2,197 138
物件費等支出 761 651 △ 109
その他（上記以外） 917 833 △ 84

移転費用支出 2,934 2,904 △ 30
補助金等支出 2,695 2,672 △ 23
社会保障給付支出 138 138 0
その他（上記以外） 101 94 △ 8

業務収入 6,955 7,011 57
税収等収入 5,933 6,205 272
国県等補助金収入 780 578 △ 202
その他（上記以外） 242 228 △ 14

臨時支出 55 55 △ 0
臨時収入 29 29 0

業務活動収支 258 401 143
【投資活動収支】

投資活動支出 885 913 28
公共施設等整備費支出 280 443 164
基金積立金支出 515 394 △ 121
その他（上記以外） 90 75 △ 15

投資活動収入 764 631 △ 133
国県等補助金収入 351 351 0
基金取崩収入 334 212 △ 122
その他（上記以外） 78 67 △ 11

投資活動収支 △ 121 △ 282 △ 161
【財務活動収支】

財務活動支出 1,463 1,460 △ 3
地方債償還支出 等 1,463 1,460 △ 3

財務活動収入 1,354 1,321 △ 33
地方債発行収入 等 1,354 1,321 △ 33

財務活動収支 △ 108 △ 138 △ 30
28 △ 20 △ 48

510 538 28
538 518 △ 20

562 553 △ 9

　※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

本年度末現金預金残高（歳計外を含む）

科目 令和6年度令和5年度 増減

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高
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①  業務活動収支 

業務活動収支では、人件費や物件費等の支出と税収や国等補助金の収入が

計上されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。

支出は大きいものから、補助金等が２，６７２億円、人件費が２，１９７億円、

物件費等が６５１億円となっています。一方、収入は大きいものから、税収等

が６，２０５億円、国等補助金が５７８億円となっています。 

 

②  投資活動収支 

投資活動収支では、公共資産の整備に係る支出とその財源である国等補助

金による収入や、基金の積立てに係る支出及び取崩しに係る収入等の状況が

表示されています。支出としては、公共施設等整備に４４３億円、基金積立に

３９４億円となっています。また、収入としては、 国等補助金が 

３５１億円、基金取崩が２１２億円となっています。 

 

③  財務活動収支 

財務活動収支では、主に地方債の償還に係る支出や地方債の発行に係る収

入による資金の出入りの状況が表示されています。支出としては、地方債償還

支出等が１,４６０億円となっており、収入としては地方債発行収入等が 

１，３２１億円となっています。 

 

④  資金残高 

これらの収支の結果、１年間で２０億円の歳計現金が減少しており、本年度

末資金残高は５１８億円となっています。このため、本年度末歳計外現金残高

３５億円と合わせ、本年度末現金預金残高は５５３億円となっています。 

52



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 1,809,598,509 固定負債 1,498,956,907

有形固定資産 1,510,458,863 地方債 1,338,566,817

事業用資産 355,334,264 長期未払金 15,011

土地 187,361,214 退職手当引当金 158,226,314

立木竹 14,900,311 損失補償等引当金 2,755

建物 431,650,058 その他 2,146,010

建物減価償却累計額 △ 302,598,886 流動負債 158,684,373

工作物 92,257,587 1年内償還予定地方債 141,336,840

工作物減価償却累計額 △ 74,199,176 未払金 -

船舶 4,956,116 未払費用 -

船舶減価償却累計額 △ 2,239,116 前受金 752,741

浮標等 82,359 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 △ 8,236 賞与等引当金 13,547,553

航空機 1,678,320 預り金 3,047,239

航空機減価償却累計額 △ 1,678,320 その他 -

その他 - 1,657,641,280

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 3,172,031 固定資産等形成分 1,872,984,061

インフラ資産 1,141,690,739 余剰分（不足分） △ 1,600,981,237

土地 210,790,368

建物 12,640,444

建物減価償却累計額 △ 5,977,137

工作物 2,200,878,589

工作物減価償却累計額 △ 1,279,380,853

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 2,739,329

物品 21,669,540

物品減価償却累計額 △ 8,235,679

無形固定資産 5,303,369

ソフトウェア 5,289,489

その他 13,880

投資その他の資産 293,836,277

投資及び出資金 154,743,854

有価証券 2,264,394

出資金 152,479,460

その他 -

投資損失引当金 △ 148,233

長期延滞債権 12,340,700

長期貸付金 19,619,269

基金 108,448,901

減債基金 77,556,461

その他 30,892,440

その他 -

徴収不能引当金 △ 1,168,215

流動資産 120,045,594

現金預金 55,281,453

未収金 1,451,419

短期貸付金 4,078,417

基金 59,307,134

財政調整基金 59,307,134

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 72,829 272,002,823

1,929,644,103 1,929,644,103

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（令和７年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：千円）

経常費用 711,784,956
業務費用 421,438,680

人件費 220,874,370
職員給与費 180,683,725
賞与等引当金繰入額 13,547,553
退職手当引当金繰入額 18,543,856
その他 8,099,236

物件費等 112,959,392
物件費 40,571,724
維持補修費 23,817,955
減価償却費 47,958,758
その他 610,954

その他の業務費用 87,604,919
支払利息 6,401,501
徴収不能引当金繰入額 196,798
その他 81,006,620

移転費用 290,346,276
補助金等 267,203,735
社会保障給付 13,772,459
他会計への繰出金 9,008,000
その他 362,082

経常収益 22,309,164
使用料及び手数料 8,977,839
その他 13,331,325

純経常行政コスト  689,475,793
臨時損失 13,499,879

災害復旧事業費 5,354,581
資産除売却損 389,039
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 7,756,259

臨時利益 746,948
資産売却益 376,075
その他 370,873

純行政コスト  702,228,724

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　令和６年４月１日　

至　令和７年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 658,480,441

業務費用支出 368,094,133
人件費支出 219,693,225
物件費等支出 65,104,514
支払利息支出 6,401,501
その他の支出 76,894,893

移転費用支出 290,386,308
補助金等支出 267,243,767
社会保障給付支出 13,772,459
他会計への繰出支出 9,008,000
その他の支出 362,082

業務収入 701,130,467
税収等収入 620,530,796
国県等補助金収入 57,786,859
使用料及び手数料収入 8,977,416
その他の収入 13,835,396

臨時支出 5,464,240
災害復旧事業費支出 5,354,581
その他の支出 109,659

臨時収入 2,896,634
業務活動収支 40,082,420
【投資活動収支】

投資活動支出 91,283,781
公共施設等整備費支出 44,335,407
基金積立金支出 39,443,732
投資及び出資金支出 348,278
貸付金支出 7,156,365
その他の支出 -

投資活動収入 63,061,622
国県等補助金収入 35,146,454
基金取崩収入 21,177,437
貸付金元金回収収入 6,611,850
資産売却収入 125,882
その他の収入 -

投資活動収支 △ 28,222,159
【財務活動収支】

財務活動支出 145,953,921
地方債償還支出 145,609,384
その他の支出 344,537

財務活動収入 132,129,000
地方債発行収入 132,129,000
その他の収入 -

財務活動収支 △ 13,824,921
△ 1,964,659

53,777,391
51,812,732

前年度末歳計外現金残高 2,418,902
本年度歳計外現金増減額 1,049,819
本年度末歳計外現金残高 3,468,721
本年度末現金預金残高 55,281,453

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和６年４月１日　
至　令和７年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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一般会計等財務書類 注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産は保有していません。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  １０年～５０年 

工作物 １０年～８０年 

物品   ３年～２２年 
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② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引、

リース契約１件あたりのリース総額が 300 万円以下又はリース契約の内訳が複数物件となる場

合は１物件 100 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価

額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金、長期延滞債権及び貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により又は個別

に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、リース契約

１件あたりのリース総額が 300 万円以下又はリース契約の内訳が複数物件となる場合は

１物件 100 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 100 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産

として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、固定資産の価値を高め、又はその耐久性を増す

と認められる支出を資本的支出と区分し、通常の維持管理のため又はき損した固定資産につき

その原状を回復するために要したと認められる支出を修繕費と区分しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

   なし 

 

３ 重要な後発事象 

（１） 重大な災害等の発生 

なし 
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４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

（公財）三重県農林水産支援センター － 2,755 千円 1,180 千円 3,935 千円 

三重県信用保証協会 － 0 千円 889,626 千円 889,626 千円 

（公財）三重県産業支援センター  － 0 千円 22,932 千円 22,932 千円 

計 － 2,755 千円 913,738 千円 916,493 千円 

 

（２）係争中の訴訟等 

  係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものは次のとおりです。 

   件数 5 件 

   請求金額 105,809 千円 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

三重県県債管理特別会計 

地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計 

三重県母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

三重県立子ども心身発達医療センター事業特別会計 

三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計 

三重県林業改善資金貸付事業特別会計 

三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 

三重県中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで

す。 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 11.3％ 164.4％ 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 1,265,312 千円 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 63,236,952 千円 

⑧ 過年度修正等に関する事項 なし 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

令和６年度当初予算において、財産収入のうち不動産売払収入又は物品売払収入として予算

措置されている公共資産を計上しています。 

イ 内訳 

土地（事業用） 210,750 千円 

物品        78,794 千円 

    合計      289,544 千円 

② 減債基金に係る積立不足額  

  積立不足額     0 千円 

③ 基金借入金（繰替運用）残高 

 年度末時点での繰替運用残高はありません。 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額  881,496,824 千円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおり

です。 

標準財政規模   458,694,146 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 68,722,970 千円 

将来負担額   1,682,399,491 千円 

充当可能基金額   150,244,184 千円 

特定財源見込額   9,156,428 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 881,496,824 千円 

⑥ 貸借対照表に計上されたリース債務金額 955,516 千円 

⑦ 管理者（県）と所有者（国）が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等は次のとお 

りです。なお、当該資産は貸借対照表の資産に計上されません。 
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 ア 指定区間外の国道 

科目 取得価額等 減価償却累計額 簿価 

土地 62,582,964 千円 － 62,582,964 千円 

工作物 708,607,008 千円 412,600,069 千円 296,006,939 千円 

その他 1,765,652 千円 － 1,765,652 千円 

合計 772,955,624 千円 412,600,069 千円 360,355,555 千円 

   イ 指定区間の一級河川等 

科目 取得価額等 減価償却累計額 簿価 

土地 57,399,030 千円 － 57,399,030 千円 

工作物 383,242,141 千円 242,032,333 千円 141,209,808 千円 

その他 1,916,150 千円 － 1,916,150 千円 

合計 442,557,322 千円 242,032,333 千円 200,524,989 千円 

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計及び簿価が一致しない場合があります。 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

②  余剰分（不足分） 

  純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 36,528,057 千円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書（一般会計） 884,993,024 千円 849,177,493 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴

う差額 
169,730,750 千円 164,439,867 千円 

繰越金に伴う差額 △ 37,481,074 千円 － 

会計間の繰入・繰出による差額 △ 118,024,977 千円 △ 118,024,977 千円 

歳計剰余金の処分による差額 － 5,590,000 千円 

合計（資金収支計算書計上額） 899,217,724 千円 901,182,383 千円 

  ※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。 
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※歳入歳出決算書（一般会計）と資金収支計算書は以下の項目により相違します。 

・財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 

歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般

会計等」を対象範囲としています（一部の特別会計の分だけ相違する。）。 

   ・繰越金に伴う差額 

     歳入歳出決算書では収入として計上していますが、資金収支計算書では計上されません。 

   ・会計間の繰入・繰出による差額 

     歳入歳出決算書ではそれぞれ収入及び支出として計上していますが、資金収支計算書では

計上されません。 

・歳計剰余金の処分による差額 

     歳入歳出決算書では支出として計上されませんが、資金収支計算書では計上しています。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支                 40,082,420 千円 

投資活動収入の国県等補助金収入       35,146,454 千円 

未収債権、未払債務等の増加（減少）      19,346,242 千円 

減価償却費                △ 47,958,758 千円 

賞与等引当金繰入額            △ 13,547,553 千円 

退職手当引当金繰入額            △ 18,543,856 千円 

徴収不能引当金繰入額             △ 196,798 千円 

投資損失引当金繰入額                      － 

損失補償等引当金繰入額                     － 

資産除売却損益                △ 12,964 千円 

純資産変動計算書の本年度差額         14,315,187 千円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    150,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額       44 千円 

⑤ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 0 円 

（５） その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

    なし 
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